
 

 

 
   

 平成２８年第１回泉南市議会定例会議案書  

   

 

 



白  紙 

kagotani2320
長方形



議　案　一　覧　表

種　類 番　号

議　案 1 1

議　案 2 5

議　案 3 35

議　案 4 37

議　案 5 41

議　案 6 45

議　案 7 61

議　案 8 67

議　案 9 73

議　案 10 77

議　案 11 81

(平成２８年３月３日提出）

議　　　案
ページ

人権擁護委員を推薦するための意見を求めるについて

市道路線の認定について

 一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定について

泉南市空家等対策協議会に関する条例の制定について

 一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定について

泉州南消防組合規約の変更に係る協議について

調停の申立てについて

環境農林水産行政に関する事務を泉佐野市に委託することに関する協議について

泉南市行政不服審査に関する条例の制定について

行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の制定について

 一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定について



種　類 番　号

議　案 12 85

議　案 13 91

議　案 14 95

議　案 15 99

議　案 16 103

議　案 17 109

議　案 18 113

議　案 19 117

議　案 20 151

議　案 21 161

議　案 22 171

議　案 23 181平成２７年度大阪府泉南市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号）

議　　　案
件　　　　　　　　　　名 ページ

地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関す
る条例の制定について

議会等の要求により出頭した者等に対する実費弁償条例の一部を改正する条例の制定について

議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例及び泉南市消防団員等公務災害補
償条例の一部を改正する条例の制定について

平成２７年度大阪府泉南市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）

平成２７年度大阪府泉南市下水道事業特別会計補正予算（第２号）

平成２７年度大阪府泉南市介護保険事業特別会計補正予算（第２号）

泉南市国民健康保険高額療養費資金貸付基金条例の廃止について

泉南市立文化ホール条例の一部を改正する条例の制定について

泉南市立市民体育館条例の一部を改正する条例の制定について

泉南市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例及び泉南市放課後児童健全育
成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について

平成２７年度大阪府泉南市一般会計補正予算（第５号）



議　案 24 189

議　案 25 197

議　案 26 245

議　案 27 251

議　案 28 257

議　案 29 別冊

議　案 30 別冊

議　案 31 別冊

議　案 32 別冊

議　案 33 別冊

議　案 34 別冊

議　案 35 別冊

議　案 36 別冊

平成２８年度大阪府泉南市馬場財産区会計予算

平成２８年度大阪府泉南市男里財産区会計予算

平成２８年度大阪府泉南市海営宮池財産区会計予算

平成２８年度大阪府泉南市信達市場財産区会計予算

平成２７年度大阪府泉南市介護保険事業特別会計補正予算（第３号）

平成２８年度大阪府泉南市一般会計予算

平成２８年度大阪府泉南市樽井地区財産区会計予算

平成２８年度大阪府泉南市狐池財産区会計予算

平成２８年度大阪府泉南市信達市場（久堀池）財産区会計予算

平成２７年度泉南市水道事業会計補正予算（第２号）

平成２７年度大阪府泉南市一般会計補正予算（第６号）

平成２７年度大阪府泉南市樽井地区財産区会計補正予算（第１号）

平成２７年度大阪府泉南市国民健康保険事業特別会計補正予算（第４号）



種　類 番　号

議　案 37 別冊

議　案 38 別冊

議　案 39 別冊

議　案 40 別冊

議　案 41 別冊

議　案 42 別冊

議　案 43 別冊

議　案 44 別冊

議　案 45 別冊

議　案 46 別冊

議　案 47 別冊

議　　　案
件　　　　　　　　　　名 ページ

平成２８年度大阪府泉南市信達岡中新池財産区会計予算

平成２８年度大阪府泉南市国民健康保険事業特別会計予算

平成２８年度泉南市水道事業会計予算

平成２８年度大阪府泉南市幡代財産区会計予算

平成２８年度大阪府泉南市信達岡中財産区会計予算

平成２８年度大阪府泉南市新家高野・野口（大掛）財産区会計予算

平成２８年度大阪府泉南市下水道事業特別会計予算

平成２８年度大阪府泉南市汚水処理施設管理特別会計予算

平成２８年度大阪府泉南市介護保険事業特別会計予算

平成２８年度大阪府泉南市後期高齢者医療事業特別会計予算

平成２８年度大阪府泉南市公共用地取得事業特別会計予算



議案第１号 

 

人権擁護委員を推薦するための意見を求めるについて 

 

 次の者を人権擁護委員として推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により

議会の意見を求める。 

 

  平成２８年３月３日提出 

 

                               泉南市長 竹 中 勇 人 

 

住  所  泉南市信達市場３１番地の１６ 

氏  名  田 中 千 賀 子（たなか ちかこ） 

生年月日  昭和２７年 １月１１日 

職  業  無 職 

 

提案理由 

 田中千賀子氏は、平成２８年１２月３１日をもって任期満了となるが、人権擁護委員として最適任者と認め、再推薦した

いので、意見を求めるものである。 
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議案第１号参考 

 

  田中 千賀子氏 経歴 

 

昭和４５年 ３月  島野工業株式会社（現（株）シマノ）入社 

同 ４８年１０月  帝塚山学院短期大学二部文学科卒業 

同 ５１年 ９月  島野工業株式会社（現（株）シマノ）退社 

平成１３年 ４月  泉南市 PTA 協議会母親代表 

同 １４年 ４月  泉南市立信達中学校 PTA 書記 

同 １５年 ４月  泉南市立信達中学校 PTA 母親代表 

同 １７年 ４月  泉南市青少年指導員  

同 １９年１２月  泉南市民生主任児童委員 

同 ２５年１０月  泉南市人権擁護委員（１期目）（現在に至る。） 

同 ２６年 ４月  子どもの人権専門委員 
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議案第２号 

 

市道路線の認定について 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、次の路線の認定について議会の議決を求める。 

 

  平成２８年３月３日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

１ 認定路線 

 起 点

終 点

樽井975-4番地先

信達牧野1087-1番地先

信達大苗代36-15番地先

信達大苗代130-2番地先

岡田二丁目549-1番地先

中小路一丁目1-102番地先

馬場二丁目303-8番地先

馬場二丁目315-6番地先

岡田1732-2番地先

岡田1731-1番地先

～16.9

m

重要な経過地

m

路 線 名

砂川変電所前佐田線

6.9 ～

m 6.8

泉南一丘団地内線支線 m

m

4.9m

～

道路延長

992.3

m

72.8

m1,000.49.9

道路の最大最小幅員

m

～ m

南泉寺大師線支線 m

ディアパーク中小路住宅内線

6.0 m 49.6 m岡田吉見住宅内線 6.0 m ～

6.0

6.0 96.06.0

m

5



 

 

起 点

終 点

樽井二丁目779-3番地先

樽井二丁目782-4番地先

信達市場1125-15番地先

信達市場1125-11番地先

中小路二丁目769-2番地先

中小路二丁目769-26番地先

樽井四丁目676-5番地先

樽井四丁目676-6番地先

信達大苗代1038-17番地先

信達大苗代1038-10番地先

信達大苗代565-10番地先

信達大苗代565-8番地先

樽井九丁目1148-3番地先

樽井九丁目1181-3番地先

大苗代樫井川線2号支線 6.0 m ～ 6.0 m 38.2 m

m

中小路南住宅2号線 6.0 m ～ 5.5 m 192.8

樽井小学校南住宅内線 4.9 m ～ 4.9 m 24.2 m

重要な経過地

信達樽井線支線 6.9 m ～ 6.9 44.7 mm

42.0

道路の最大最小幅員 道路延長

m

6.0 m ～ 6.0 m

路 線 名

三和長慶寺線支線

大苗代樫井川線支線 5.0 m ～ 32.95.0 m m

鳴滝本田池線支線 6.0 m ～ 5.0 m 78.9 m

6
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議案第３号 

 

調停の申立てについて 

 

 樽井地区財産区財産土地の賃料の増額について、下記相手方に対し次のとおり調停の申立てをしたいので、地方自治法 

（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により、議会の議決を求める。 

 

  平成２８年３月３日提出 

 

                               泉南市長 竹 中 勇 人 

 

記 

 

１ 調停の申立てをする相手方の住所及び氏名 

泉南市樽井五丁目４３番３号 

中央土地株式会社 

代表取締役 石堂 知司夫 

 

２ 調停の申立ての要旨 

 市は、相手方に対し次の土地の賃料を増額し、適正な賃料による平成２７年度賃貸借契約の締結を図るため調停を

求める。 

35



  所  在 泉南市樽井五丁目１７５７番外、１８筆 

  登記地目 田８筆、畑１筆、宅地４筆、原野５筆、雑種地１筆 計１９筆 

  登記地積 合計 １１,９５０．０３㎡ 

 

３ 授権事項 

 この調停が成立しなかった場合又はこの調停において目的を達することができなかった場合は、訴訟を提起するこ

とができる。 
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議案第４号 

 

環境農林水産行政に関する事務を泉佐野市に委託することに関する協議について 

 

 環境農林水産行政に関する事務を泉佐野市に委託することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条

の１４第１項の規定により、泉佐野市と協議するにつき、同条第３項において準用する同法第２５２条の２の２第３項の規

定により議会の議決を求める。 

 

  平成２８年３月３日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 環境農林水産行政に関する事務を泉佐野市に委託することについて、泉佐野市と協議するにつき、議会の議決を求めるも

のである。 
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泉南市の環境農林水産行政に関する事務を泉佐野市に委託することに関する規約 

 

（委託事務の範囲） 

第１条 泉南市は、大阪府環境農林水産行政事務に係る事務処理の特例に関する条例（平成１２年大阪府条例第２１号）の

規定に基づき、大阪府から権限移譲を受けた次に掲げる環境農林水産行政に関する事務（以下「委託事務」という。）の

管理及び執行を泉佐野市に委託する。 

⑴ 動物愛護推進員の委嘱及び協議会の設置 

⑵ 獣医師法に基づく獣医師の届出受理 

⑶ 家畜市場の登録等 

⑷ ふ化業者の登録事務等 

⑸ 農薬販売業の届出等 

⑹ 肥料販売業の届出等 

⑺ 都市緑地法に基づく緑地保全計画の策定等 

⑻ 緑地管理機構の指定等 

⑼ 生産事業者の登録、登録証交付、立入検査等 

⑽ 分収林契約締結の斡旋（募集）、届出受理、勧告、報告徴収等 

⑾ 入会林野整備計画の認可、意見聴取、調停等 

⑿ 生産森林組合の設立認可等 

⒀ 果樹園経営計画の認定、報告の徴収 

⒁ エコファーマーの認定 

39



（管理及び執行） 

第２条 委託事務の管理及び執行については、泉佐野市の条例及び規則その他の規程の定めるところによる。 

（経費の負担） 

第３条 委託事務の管理及び執行に要する経費は、泉南市の負担とする。 

２ 前項の経費の額及び支払の時期は、泉佐野市長と泉南市長が協議して定める。 

（収入の帰属） 

第４条 委託事務の管理及び執行に伴う収入の帰属は、泉佐野市長と泉南市長が協議して定める。 

（連絡会議） 

第５条 泉佐野市長及び泉南市長は、委託事務の管理及び執行について連絡調整を図るため、必要に応じて連絡会議を開く

ものとする。 

（委任） 

第６条 この規約に定めるもののほか、委託事務について必要な事項は、泉佐野市長と泉南市長が協議して定める。 

附 則 

 この規約は、平成２８年４月１日から施行する。 
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議案第５号 

 

泉州南消防組合規約の変更に係る協議について 

 

 泉州南消防組合規約（平成２４年１１月１４日大阪府知事許可）を別紙のとおり変更することについて、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により泉佐野市、阪南市、熊取町、田尻町及び岬町と協議するにつき、同

法第２９０条の規定により議会の議決を求める。 

 

  平成２８年３月３日提出 

 

                               泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 泉州南消防組合規約中の管理者等に関する規定の一部を変更する必要があるため、３市３町で協議するにあたり議会の議

決を求めるものである。 
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泉州南消防組合規約の一部を変更する規約 

 

 泉州南消防組合規約（平成２４年１１月１４日許可）の一部を次のように変更する。 

 第１１条第１項中「長の」を「市の長のうちから」に改め、同条第３項中「市町」を「市」に改める。 

 第１２条中「関係市町の長の任期による」を「２年とする」に改め、同条に次の２項を加える。 

２ 管理者又は副管理者が関係市町の長でなくなったときは、同時にその職を失う。 

３ 前項の規定により、管理者又は副管理者がその職を失い、新たな者が選任された場合の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

附  則 

（施行期日） 

１ この規約は、大阪府知事の許可のあった日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規約の施行の際現に在任している管理者及び副管理者の任期については、改正後の第１２条第１項の規定にかかわ

らず、平成３０年３月３１日までとする。 
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議案第６号 

 

一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定について 

 

 一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

  平成２８年３月３日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 人事院勧告に準じ、平成２７年４月１日から適用する一般職の給料月額及び勤勉手当並びに泉南市議会議員及び特別職の

期末手当を改定するため、関係規定について所要の措置を講じる必要から本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

 

（一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年泉南市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

 第２４条第２項第１号中「基礎額に」の次に「、６月に支給する場合においては」を、「１００分の７５」の次に「、

１２月に支給する場合においては１００分の８５」を加え、同項第２号中「基礎額に」の次に「、６月に支給する場合に

おいては」を、「１００分の３５」の次に「、１２月に支給する場合においては１００分の４０」を加え、同項第３号中

「基礎額に」の次に「、６月に支給する場合においては」を、「１００分の３９」の次に「、１２月に支給する場合にお

いては１００分の４４」を加える。 

 別表第１及び別表第２を次のように改める。 

別表第１（第３条関係） 

一般職給料表 

職員の区分 職務

の級 

1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

再任用職員

及び任期付 

1 140,100 190,200 226,400 259,900 286,200 317,000 361,300 406,900 

2 141,200 192,000 228,000 261,900 288,400 319,200 363,900 409,300 
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職員以外の

職員 

3 142,400 193,800 229,500 263,700 290,700 321,500 366,400 411,800 

4 143,500 195,600 231,100 265,800 292,900 323,700 369,000 414,200 

 5 144,600 197,200 232,600 267,700 294,900 326,000 371,100 416,100 

 6 145,700 199,000 234,300 269,600 297,200 328,000 373,600 418,400 

 7 146,800 200,800 235,800 271,600 299,500 330,200 375,900 420,500 

 8 147,900 202,600 237,400 273,700 301,800 332,400 378,400 422,700 

 9 149,000 204,300 238,900 275,800 303,900 334,500 380,900 424,700 

 10 150,400 206,100 240,400 277,800 306,200 336,700 383,600 426,800 

 11 151,700 207,900 242,000 279,900 308,400 338,800 386,200 428,900 

 12 153,000 209,700 243,500 282,000 310,700 341,000 388,900 431,000 

 13 154,300 211,100 245,000 284,000 312,900 343,000 391,300 432,700 

 14 155,800 212,900 246,500 286,100 315,000 345,000 393,600 434,500 

 15 157,300 214,600 247,900 288,100 317,200 347,100 395,800 436,500 

 16 158,900 216,400 249,300 290,200 319,300 349,100 398,200 438,500 

 17 160,200 218,100 250,800 292,200 321,400 351,000 400,000 440,400 

 18 161,700 219,800 252,600 294,200 323,400 353,000 402,000 442,200 

 19 163,200 221,400 254,300 296,300 325,500 354,800 403,900 444,000 

 20 164,700 223,000 256,100 298,300 327,500 356,700 405,700 445,700 

 21 166,100 224,500 257,800 300,400 329,500 358,700 407,600 447,500 

 22 168,800 226,200 259,600 302,500 331,600 360,600 409,400 449,000 
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 23 171,400 227,800 261,400 304,500 333,600 362,600 411,200 450,400 

 24 174,000 229,400 263,100 306,600 335,700 364,500 413,100 451,900 

 25 176,700 230,800 265,100 308,400 337,300 366,500 414,900 453,300 

 26 178,400 232,300 267,000 310,500 339,200 368,400 416,400 454,600 

 27 180,100 233,800 268,800 312,600 341,100 370,400 417,900 455,900 

 28 181,800 235,100 270,700 314,600 343,000 372,400 419,500 457,100 

 29 183,300 236,400 272,400 316,600 344,700 373,900 421,100 458,100 

 30 185,100 237,600 274,300 318,600 346,600 375,700 422,400 458,800 

 31 186,900 238,700 276,200 320,700 348,500 377,500 423,700 459,600 

 32 188,600 239,900 278,000 322,800 350,300 379,100 424,900 460,300 

 33 190,200 241,200 279,700 324,300 352,200 380,900 426,100 461,000 

 34 191,700 242,500 281,600 326,300 354,000 382,300 427,400 461,800 

 35 193,200 243,700 283,400 328,200 355,800 383,800 428,700 462,500 

 36 194,700 245,000 285,300 330,300 357,500 385,400 429,900 463,100 

 37 196,000 246,000 287,000 332,200 358,900 386,800 431,100 463,600 

 38 197,300 247,400 288,700 334,100 360,200 388,000 431,900 464,200 

 39 198,600 248,900 290,500 336,100 361,600 389,200 432,700 464,800 

 40 199,900 250,400 292,300 338,000 363,000 390,300 433,500 465,400 

 41 201,200 251,800 294,000 339,900 364,300 391,400 434,100 465,900 

 42 202,500 253,200 295,700 341,800 365,200 392,600 434,800 466,400 
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 43 203,800 254,600 297,400 343,600 366,300 393,800 435,500 466,800 

 44 205,100 256,000 299,000 345,500 367,400 394,900 436,200 467,100 

 45 206,300 257,200 300,700 347,000 368,200 395,600 437,000 467,400 

 46 207,600 258,500 302,400 348,400 369,100 396,300 437,800  

 47 208,900 259,900 304,000 349,900 370,000 397,000 438,200  

 48 210,200 261,300 305,700 351,400 370,900 397,700 438,900  

 49 211,300 262,600 306,900 353,000 371,800 398,300 439,400  

 50 212,400 263,700 308,400 353,800 372,600 398,900 439,800  

 51 213,400 265,000 309,900 355,000 373,400 399,400 440,200  

 52 214,500 266,300 311,500 356,000 374,200 399,800 440,600  

 53 215,600 267,400 313,100 356,900 374,900 400,200 441,000  

 54 216,600 268,500 314,700 358,000 375,600 400,500 441,400  

 55 217,500 269,800 316,300 358,900 376,300 400,800 441,800  

 56 218,500 271,100 317,800 360,000 377,000 401,100 442,100  

 57 219,200 272,200 319,300 360,900 377,500 401,400 442,400  

 58 220,100 273,200 320,500 361,600 378,100 401,700 442,800  

 59 221,000 274,300 321,700 362,300 378,700 402,000 443,100  

 60 221,900 275,400 322,900 363,000 379,400 402,300 443,400  

 61 222,600 276,600 323,600 363,400 379,800 402,600 443,700  

 62 223,600 277,600 324,500 364,000 380,500 402,900   
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 63 224,500 278,500 325,300 364,700 381,100 403,200   

 64 225,400 279,500 326,100 365,400 381,700 403,500   

 65 226,100 280,300 327,000 365,700 382,100 403,800   

 66 227,000 281,200 327,400 366,400 382,700 404,100   

 67 227,900 281,900 328,100 367,100 383,300 404,400   

 68 229,000 282,800 328,900 367,800 383,900 404,700   

 69 229,800 283,800 329,700 368,100 384,300 404,900   

 70 230,500 284,600 330,400 368,700 384,800 405,200   

 71 231,200 285,400 331,100 369,400 385,300 405,500   

 72 232,000 286,200 331,800 370,000 385,900 405,800   

 73 232,800 287,000 332,300 370,300 386,200 406,000   

 74 233,500 287,500 332,900 370,900 386,600 406,300   

 75 234,200 287,900 333,400 371,600 387,000 406,600   

 76 234,900 288,400 334,000 372,200 387,400 406,800   

 77 235,600 288,500 334,300 372,600 387,700 407,000   

 78 236,400 288,900 334,800 373,100 388,000 407,300   

 79 237,200 289,100 335,200 373,700 388,300 407,600   

 80 238,000 289,500 335,700 374,200 388,600 407,800   

 81 238,700 289,700 336,100 374,700 388,800 408,000   

 82 239,400 289,900 336,600 375,300 389,100 408,300   
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 83 240,100 290,300 337,100 375,800 389,400 408,600   

 84 240,800 290,600 337,600 376,100 389,600 408,800   

 85 241,500 290,900 337,900 376,500 389,800 409,000   

 86 242,200 291,200 338,300 377,000 390,100    

 87 242,900 291,500 338,800 377,400 390,400    

 88 243,600 291,900 339,200 377,800 390,600    

 89 244,300 292,200 339,500 378,200 390,800    

 90 244,800 292,600 339,900 378,700 391,100    

 91 245,300 292,900 340,400 379,100 391,400    

 92 245,800 293,300 340,800 379,500 391,600    

 93 246,100 293,400 341,000 379,800 391,800    

 94  293,600 341,400      

 95  294,000 341,900      

 96  294,400 342,300      

 97  294,600 342,400      

 98  294,900 342,900      

 99  295,300 343,300      

 100  295,700 343,600      

 101  295,900 343,900      

 102  296,200 344,300      
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 103  296,600 344,700      

 104  296,900 345,100      

 105  297,100 345,600      

 106  297,400 346,000      

 107  297,800 346,400      

 108  298,100 346,800      

 109  298,300 347,300      

 110  298,700 347,700      

 111  299,100 348,000      

 112  299,400 348,300      

 113  299,500 348,800      

 114  299,800       

 115  300,100       

 116  300,500       

 117  300,700       

 118  300,900       

 119  301,200       

 120  301,500       

 121  301,900       

 122  302,100       
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 123  302,400       

 124  302,700       

 125  303,000       

再任用職員  186,500 214,000 254,000 273,400 288,500 313,900 355,600 388,700 

任期付職員  187,400 215,100 259,500 279,800 295,400 321,400 364,100 398,400 

備考 この表は、他の給料表の適用を受けないすべての職員に適用する。 

別表第２（第３条関係） 

教育職給料表 

職員の区分 職務の級 1級 2級 3級   11 171,200 192,300 313,000 

 号給 給料月額 給料月額 給料月額   12 173,200 195,000 315,900 

再任用職員

及び任期付

職員以外の

職員 

1 153,600 169,500 287,300   13 175,200 197,900 318,500 

2 155,100 171,600 289,900   14 177,400 199,600 320,500 

3 156,600 173,700 292,800   15 179,600 201,200 322,600 

4 158,100 175,900 295,400   16 181,800 202,900 324,900 

 5 159,800 177,900 297,900   17 184,100 204,700 327,200 

 6 161,700 180,100 300,300   18 186,700 206,400 329,400 

 7 163,500 182,300 302,700   19 189,200 208,100 331,700 

 8 165,300 184,500 305,100   20 191,700 209,700 333,900 

 9 167,100 186,800 307,600   21 194,200 211,500 336,200 

 10 169,200 189,600 310,300   22 195,900 213,400 338,400 
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 23 197,600 215,300 340,700   43 230,400 262,800 375,500 

 24 199,300 217,200 343,000   44 232,000 265,000 377,000 

 25 200,800 218,900 345,000   45 233,700 267,200 378,500 

 26 202,400 220,900 346,800   46 235,200 269,400 380,100 

 27 204,000 222,900 348,700   47 236,600 271,600 381,700 

 28 205,500 224,900 350,600   48 238,000 273,700 383,200 

 29 207,200 226,800 352,500   49 239,400 276,000 384,600 

 30 208,900 229,500 354,300   50 240,800 278,000 386,100 

 31 210,600 232,200 356,000   51 242,300 280,000 387,600 

 32 212,300 234,900 357,900   52 243,500 282,000 389,000 

 33 213,800 237,500 359,600   53 244,700 283,900 390,200 

 34 215,500 240,300 361,300   54 246,100 286,400 391,500 

 35 217,200 242,900 363,000   55 247,400 288,700 392,600 

 36 218,900 245,600 364,800   56 248,600 291,200 393,700 

 37 220,400 248,100 366,700   57 249,900 293,400 395,100 

 38 222,100 250,600 368,200   58 251,100 295,900 396,300 

 39 223,800 253,100 369,800   59 252,200 298,300 397,500 

 40 225,500 255,500 371,400   60 253,400 301,000 398,800 

 41 227,100 258,200 372,700   61 254,800 303,400 400,000 

 42 228,800 260,600 374,100   62 256,100 305,800 401,000 
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 63 257,300 308,300 402,400   83 283,100 349,600 418,100 

 64 258,300 310,700 403,700   84 284,300 351,400 418,400 

 65 259,300 313,100 404,900   85 285,300 352,800 418,700 

 66 260,700 315,300 406,000   86 286,200 354,400 419,100 

 67 262,200 317,400 407,200   87 287,200 355,900 419,500 

 68 263,700 319,600 408,300   88 288,200 357,400 419,800 

 69 265,300 321,900 409,300   89 289,300 358,800 420,100 

 70 266,800 324,000 410,500   90 290,200 360,100 420,400 

 71 268,300 326,200 411,700   91 291,100 361,500 420700 

 72 269,800 328,200 412,900   92 292,000 362,900 420900 

 73 271,000 330,400 413,500   93 292,500 364,400 421100 

 74 272,200 332,500 414,300   94 293,200 365,700  

 75 273,500 334,700 415,000   95 293,900 367,000  

 76 274,800 336,900 415,500   96 294,700 368,200  

 77 276,200 338,700 415,800   97 295,500 369,200  

 78 277,300 340,600 416,200   98 296,300 370,200  

 79 278,500 342,500 416,600   99 297,100 371,200  

 80 279,700 344,300 417,000   100 297,800 372,200  

 81 281,000 346,100 417,300   101 298,700 373,100  

 82 281,900 347,900 417,700   102 299,200 374,100  
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 103 299,700 375,100    123 305,000 392,000  

 104 300,200 376,100    124 305,300 392,700  

 105 300,400 376,900    125 305,500 393,300  

 106 300,800 377,800    126  394,000  

 107 301,100 378,700    127  394,500  

 108 301,300 379,700    128  395,100  

 109 301,500 380,500    129  395,800  

 110 301,700 381,500    130  396,400  

 111 302,000 382,500    131  396,900  

 112 302,300 383,500    132  397,400  

 113 302,500 384,100    133  397,700  

 114 302,700 385,000    134  398,000  

 115 302,900 385,900    135  398,300  

 116 303,200 386,800    136  398,600  

 117 303,500 387,600    137  398,900  

 118 303,800 388,300    138  399,200  

 119 304,100 389,100    139  399,500  

 120 304,400 389,900    140  399,800  

 121 304,500 390,500    141  400,100  

 122 304,700 391,300    142  400,400  
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 143  400,700        

 144  401,000        

 145  401,200        

 146  401,500        

 147  401,800        

 148  402,000        

 149  402,200        

 150  402,500        

 151  402,800        

 152  403,000        

 153  403,200        

 154  403,500        

 155  403,800        

 156  404,000        

 157  404,200        

再任用職員  212,900 258,800 291,400       

任期付職員  214,000 264,800 298,300       

備考 この表は、幼稚園に勤務する園長、教諭その他の職

員で規則に定める者に適用する。 
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（泉南市議会議員の議員報酬等に関する条例の一部改正） 

第２条 泉南市議会議員の議員報酬等に関する条例（平成２０年泉南市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第２項中「１００分の２０２．５」を「１００分の２１２．５」に改める。 

（特別職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第３条 特別職の職員の給与に関する条例（昭和３１年泉南市条例第３７号）の一部を次のように改正する。 

 第７条第２項中「１００分の２００」を「１００分の２１０」に改める。 

附 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の一般職の職員の給与に関する条例（以下「改正後の一般職給与条例」という。)の規定、

第２条の規定による改正後の泉南市議会議員の議員報酬等に関する条例（以下「改正後の議員報酬等条例」という。)の

規定及び第３条の規定による改正後の特別職の職員の給与に関する条例（以下「改正後の特別職給与条例」という。)の

規定は、平成２７年４月１日から適用する。 

 （給与等の内払） 

３ 改正後の一般職給与条例、改正後の議員報酬等条例又は改正後の特別職給与条例の規定を適用する場合においては、第

１条の規定による改正前の一般職の職員の給与に関する条例（以下「改正前の一般職給与条例」という。）の規定に基づ

いて支給された給与（一般職の給与に関する条例及び企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例

（平成２７年泉南市条例第１８号。以下この項において「平成２７年改正給与条例」という。）附則第３項の規定に基づ

いて支給された給料を含む。）、第２条の規定による改正前の泉南市議会議員の議員報酬等に関する条例の規定に基づい

て支給された議員報酬又は第３条の規定による改正前の特別職の職員の給与に関する条例（以下「改正前の特別職給与条

例」という。）の規定に基づいて支給された給与は、それぞれ改正後の一般職給与条例の規定による給与（平成２７年改

59



正給与条例附則第３項の規定に基づいて支給された給料を含む。）、改正後の議員報酬等条例の規定による議員報酬又は

改正後の特別職給与条例の規定による給与の内払とみなす。 

（勤勉手当の支給日の特例） 

４ 改正後の一般職給与条例の規定に基づいて支給される勤勉手当の額から、改正前の一般職給与条例の規定に基づいて支

給された勤勉手当の額を減じて得た額に相当する勤勉手当の支給日については、一般職の職員の給与に関する条例第２４

条第１項中「１５日を超えない範囲内」とあるのは、「市長が定める範囲内」と読み替える。 

（期末手当の支給日の特例） 

５ 改正後の特別職給与条例の規定に基づいて支給される期末手当の額から、改正前の特別職給与条例の規定に基づき支給

された期末手当の額を減じて得た額に相当する期末手当の支給日については、特別職の職員の給与に関する条例第７条第

１項中「１５日を超えない範囲内」とあるのは、「市長が定める範囲内」と読み替える。 

（委任） 

６ 前４項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 
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議案第７号 

 

泉南市行政不服審査に関する条例の制定について 

 

 泉南市行政不服審査に関する条例を別紙のように定める。 

 

  平成２８年３月３日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の施行に伴い、行政不服審査会の設置並びにその組織及び運営に関し必要な

事項等を定めるため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市行政不服審査に関する条例 

目次 

 第１章 総則（第１条・第２条） 

 第２章 行政不服審査会（第３条―第８条） 

 第３章 手数料（第９条） 

 第４章 罰則（第１０条） 

 第５章 雑則（第１１条） 

 附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号。以下「法」という。）第８１条第１項及び第４項の規定

に基づき泉南市行政不服審査会（以下「審査会」という。）の設置並びにその組織及び運営に関し必要な事項を定めると

ともに、条例等に基づく処分に係る審理手続及び審査請求に係る手数料に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語の意義は、特別の定めがある場合を除くほか、法において使用する用語の例による。 

第２章 行政不服審査会  

（設置） 

第３条 法第８１条第１項の規定により、本市に審査会を置く。 
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（所掌事務） 

第４条 審査会は、審査請求に係る諮問に対する答申、調査審議その他の法に基づきその権限に属させられた事項を処理す

る。 

（組織） 

第５条 審査会は、委員５人以内をもって組織する。 

２ 委員は、非常勤とする。 

（委員） 

第６条 委員は、審査会の権限に属する事項に関し公正な判断をすることができ、かつ、法律又は行政に関して優れた識見

を有する者のうちから、市長が委嘱する。 

２ 委員が欠けたときは、市長は、補欠の委員を委嘱するものとする。 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

５ 委員の任期が満了したときは、当該委員は、後任者が任命されるまで引き続きその職務を行うものとする。 

６ 委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

（会長） 

第７条 審査会に、会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総括し、審査会を代表する。 

３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務を代理する。 

（会議） 

第８条 審査会は、会長が招集し、会長がその会議の議長となる。 

２ 審査会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

64



３ 審査会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

第３章 手数料 

（手数料の額及び減免） 

第９条 法第３８条第１項及び法第８１条第３項において準用する法第７８条第１項の規定による交付に係る手数料の額は、

次のとおりとする。 

⑴ 日本工業規格A列３番までの大きさの用紙 １枚につき１０円 

⑵ 日本工業規格A列３番を超える大きさの用紙 実費相当額 

２ 審理員（審査庁が機関等である場合は、審査庁）又は審査会は、経済的困難その他特別の理由があると認めるときは、

前項の手数料を減額し、又は免除することができる。 

第４章 罰則 

第１０条 第６条第６項の規定に違反して秘密を漏らした者は、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 

第５章 雑則 

第１１条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 行政庁の処分又は不作為についての不服申立てであって、この条例の施行前にされた行政庁の処分又はこの条例の施行

前にされた申請に係る行政庁の不作為に係るものについては、なお従前の例による。 

（報酬及び費用弁償条例の一部改正） 

３ 報酬及び費用弁償条例（昭和３１年泉南市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 
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  別表人権ふれあいセンター運営審議会委員の項の次に次のように加える。 

  ｜ 行政不服審査会委員     ｜ 日額 ７，５００円     ｜ 

  同表中「障害程度区分認定審査会委員」を「障害支援区分認定審査会委員」に改める。 
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議案第８号 

 

行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の制定について 

 

 行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備に関する条例を別紙のように定める。 

 

  平成２８年３月３日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）及び行政不服審査法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成２６

年法律第６９号）の施行に伴い、本市関係条例を整備するため、本条例を提案するものである。 

  

67



白  紙 

68

kagotani2320
長方形



泉南市条例第 号 

 

行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

 

（泉南市情報公開条例の一部改正） 

第１条 泉南市情報公開条例（平成１１年泉南市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

 第１６条第１項中「第７条第１項の決定」の次に「又は公開請求に係る不作為」を加え、「（昭和３７年法律第１６０

号）」を「（平成２６年法律第６８号）」に、「不服申立て」を「審査請求」に改め、「処分庁又は」及び「決定又は」

を削り、同条第２項中「処分庁又は」を削り、「不服申立て」を「審査請求」に改め、「決定又は」を削り、同条に次の

１項を加える。 

３ 第１項の審査請求については、行政不服審査法第９条第１項本文の規定は、適用しない。 

（泉南市個人情報保護条例の一部改正） 

第２条 泉南市個人情報保護条例（平成１９年泉南市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

 第２５条第１項中「第２３条第１項の決定」の次に「又は当該規定による請求に係る不作為」を加え、「（昭和３７年

法律第１６０号）」を「（平成２６年法律第６８号）」に、「不服申立て」を「審査請求」に改め、「処分庁又は」及び

「決定又は」を削り、同条第２項中「処分庁又は」を削り、「不服申立て」を「審査請求」に改め、「決定又は」を削り、

同条に次の１項を加える。 

３ 第１項の審査請求については、行政不服審査法第９条第１項本文の規定は、適用しない。 

（泉南市情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正） 

第３条 泉南市情報公開・個人情報保護審査会条例（平成１１年泉南市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 
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 第２条中「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

 第５条中「不服申立人」を「審査請求人」に改める。 

（泉南市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第４条 泉南市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年泉南市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

 第５条第２号中「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

（一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第５条 一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年泉南市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

 第２３条の３第４項中「行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第１４条又は第４５条」を「行政不服審査法

（平成２６年法律第６８号）第１８条第１項本文」に改める。 

（職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第６条 職員の退職手当に関する条例（昭和３１年泉南市条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

 第１３条第４項中「行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第１４条第１項又は第４５条」を「行政不服審査法

（平成２６年法律第６８号）第１８条第１項本文」に改める。 

（泉南市市税賦課徴収条例の一部改正） 

第７条 泉南市市税賦課徴収条例（昭和３２年泉南市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

 第６条の２第１項中「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

（泉南市消防団員等公務災害補償条例の一部改正） 

第８条 泉南市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年泉南市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

 第２６条（見出しを含む。）中「異議申立」を「審査請求」に改める。 

（泉南市固定資産評価審査委員会条例の一部改正） 

第９条 泉南市固定資産評価審査委員会条例（昭和３２年泉南市条例第７号）の一部を次のように改正する。 
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 第４条第２項第１号中「住所」の次に「又は居所」を加え、同項中第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号

を第３号とし、同項第１号の次に次の１号を加える。 

⑵ 審査の申出に係る処分の内容 

 第４条第３項中「住所」の次に「又は居所」を加え、「行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第１３条第１項」

を「行政不服審査法施行令（平成２７年政令第３９１号）第３条第１項」に改め、同条に次の１項を加える。 

６ 審査申出人は、代表者若しくは管理人、総代又は代理人がその資格を失つたときは、書面でその旨を委員会に届け出

なければならない。 

 第６条第２項ただし書を削り、同条に次の１項を加える。 

４ 委員会は、審査申出人から反論書の提出があつたときは、これを市長に送付しなければならない。 

 第１３条を第１４条とし、第１２条を第１３条とする。 

 第１１条第１項中「場合においては、」の次に「次に掲げる事項を記載し、委員会が記名押印した」を加え、同項に次

の各号を加える。 

⑴ 主文 

⑵ 事案の概要 

⑶ 審査申出人及び市長の主張の要旨 

⑷ 理由 

 第１１条を第１２条とし、第１０条の次に次の１条を加える。 

（手数料の額等） 

第１１条 法第４３３条第１１項において読み替えて準用する行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第３８条第４

項の規定により納付しなければならない手数料の額等は、泉南市行政不服審査に関する条例（平成２８年泉南市条例第 

号）第９条の規定による。 
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附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 行政庁の処分又は不作為についての不服申立てであって、この条例の施行前にされた行政庁の処分又はこの条例の施行

前にされた申請に係る行政庁の不作為に係るものについては、なお従前の例による。 

３ 第９条の規定による改正後の泉南市固定資産評価審査委員会条例第４条第２項、第３項及び第６項、第６条第２項及び

第４項、第１１条並びに第１２条第１項の規定は、平成２８年度以後の年度分の固定資産税に係る固定資産について固定

資産課税台帳に登録された価格に係る審査の申出について適用し、平成２７年度までの固定資産税に係る固定資産につい

て固定資産課税台帳に登録された価格に係る審査の申出（申出期間の初日が平成２８年４月１日以後である審査の申出を

除く。）については、なお従前の例による。 
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議案第９号 

 

泉南市空家等対策協議会に関する条例の制定について 

 

 泉南市空家等対策協議会に関する条例を別紙のように定める。 

 

  平成２８年３月３日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）に基づき、空家等対策計画の作成及び実施について 

協議する泉南市空家等対策協議会を設置するため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市空家等対策協議会に関する条例 

 

（設置） 

第１条 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。以下「法」という。）第７条の規定に基づき、

泉南市空家等対策協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項について協議する。 

⑴ 法第６条第１項に規定する空家等対策計画（以下「計画」という。）の作成及び変更に関すること。 

⑵ 計画の実施に関すること。 

（組織） 

第３条 協議会は、委員１０人以内で組織する。 

２ 委員は、市長のほか、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

⑴ 地域住民 

⑵ 市議会の議員 

⑶ 法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者 

⑷ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 
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（会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選によりこれらを定める。 

２ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

（意見聴取等） 

第７条 協議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、意見若しくは説明を聴き、又は必要な資

料の提供を求めることができる。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が会議に諮って別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行日以降、最初に開催する会議は、第６条第１項の規定にかかわらず、市長が招集する。 

（報酬及び費用弁償条例の一部改正） 

３ 報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年泉南市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

  別表都市計画審議会委員及び臨時委員の項の次に次のように加える。 

  ｜ 空家等対策協議会委員     ｜ 日額 ７，５００円     ｜ 
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議案第１０号 

 

一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定について 

 

 一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

  平成２８年３月３日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 人事院勧告に準じ、平成２８年４月１日から適用する一般職の勤勉手当、市議会議員及び特別職の期末手当を改定するた

め、関係規定について所要の措置を講じる必要から本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

 

（一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年泉南市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

 第２４条第２項第１号中「、６月に支給する場合においては１００分の７５、１２月に支給する場合においては１００

分の８５」を「１００分の８０」に改め、同項第２号中「、６月に支給する場合においては１００分の３５、１２月に支

給する場合においては１００分の４０」を「１００分の３７．５」に改め、同項第３号中「、６月に支給する場合におい

ては１００分の３９、１２月に支給する場合においては１００分の４４」を「１００分の４１．５」に改める。 

（泉南市議会議員の議員報酬等に関する条例の一部改正） 

第２条 泉南市議会議員の議員報酬等に関する条例（平成２０年泉南市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第２項中「１００分の１８７．５」を「１００分の１９２．５」に、「１００分の２１２．５」を「１００分の

２０７．５」に改める。 

（特別職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第３条 特別職の職員の給与に関する条例（昭和３１年泉南市条例第３７号）の一部を次のように改正する。 

 第７条第２項中「１００分の１８５」を「１００分の１９０」に、「１００分の２１０」を「１００分の２０５」に改

める。 

附 則 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 
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議案第１１号 

 

一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

  平成２８年３月３日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 国家公務員の管理職員特別勤務手当の支給要件が拡大されたことに伴い、国家公務員に準じ、本市における管理職員特別

勤務手当に関する規定の整備を行うため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

 一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年泉南市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

 第１９条の３第１項中「公務の運営の必要」を「規則で定める業務」に改め、「する休日」の次に「（次項において「週

休日等」という。）」を加え、同条第２項を次のように改める。 

２ 前項に規定する場合のほか、同項に規定する職員が規則で定める業務により週休日等以外の日の午前０時から午前５時

までの間であつて正規の勤務時間以外の時間に勤務した場合は、当該職員には、管理職員特別勤務手当を支給する。 

 第１９条の３第３項中「前２項」を「前３項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 管理職員特別勤務手当の額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

⑴ 第１項に規定する場合 同項の勤務１回につき、１２，０００円を超えない範囲内において規則で定める額（当該勤

務に従事する時間等を考慮して規則で定める勤務をした職員にあつては、その額に１００分の１５０を乗じて得た額） 

⑵ 前項に規定する場合 同項の勤務１回につき、６，０００円を超えない範囲内において規則で定める額 

 第２２条中「、第１９条及び前条第１項」を「及び第１９条」に改め、同条ただし書を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

（企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

２ 企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４２年泉南市条例第４号）の一部を次のように改正する。 
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 第２条第３項中「宿日直手当」の次に「、管理職員特別勤務手当」を加える。 

 第１２条の次に次の１条を加える。 

（管理職員特別勤務手当） 

第１２条の２ 管理職員特別勤務手当は、管理職手当を支給する職員に対して、臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の

必要により、週休日（勤務時間を割り振らない日をいう。）若しくは休日又はこれら以外の日の午前０時から午前５時ま

での間であつて正規の勤務時間以外の時間に勤務した場合に支給する。 

 

84



議案第１２号 

 

地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整

備に関する条例の制定について 
 

 地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例を別紙のように定

める。 

 

  平成２８年３月３日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律（平成２６年法律第３４号）による地方公務員法の一部改正

に伴い、関係条例の整備を行う必要から、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整

備に関する条例 
 

（一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年泉南市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

 第１条中「第２４条第６項」を「第２４条第５項」に改める。 

 第３条第２項中「標準的な」を削り、「市長が定める」を「、別表第３のとおりとする」に改め、同項に後段として次

のように加える。 

 この場合において、同表に掲げる職務とその複雑、困難及び責任の度が同程度の職務で規則に定めるものは、それぞれ

の職の等級に分類されるものとする。 

 別表第２の次に次の１表を加える。 

別表第３（第３条関係） 

⑴ 一般職給料表 等級別基準職務表 

級 基準となる職務 

１級 ・定型的な業務を行う職務 

２級 ・高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務 

３級 ・主任の職務 

４級 ・係長の職務 
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 ・高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主任の職務 

５級 ・課長代理の職務 

・高度の知識又は経験を必要とする業務を行う係長の職務 

６級 ・課長の職務 

７級 ・次長の職務 

８級 ・理事、部長の職務 

⑵ 教育職給料表 等級別基準職務表 

級 基準となる職務 

１級 ・幼稚園の助教諭の職務 

・養護助教諭の職務 

２級 ・幼稚園の副園長の職務 

・幼稚園の教諭の職務 

・養護教諭の職務 

３級 ・幼稚園の園長の職務 

（職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第２条 職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年泉南市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

 第１条中「第２４条第６項」を「第２４条第５項」に改める。 

（泉南市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第３条 泉南市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年泉南市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

 第３条中「及び非常勤職員」を削り、同条中第８号を第１１号とし、第７号を第１０号とし、同条第６号中「及び人事
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考課」を削り、同号を同条第９号とし、同条中第５号を第７号とし、同号の次に次の１号を加える。 

⑻ 退職管理の状況 

 第３条中第４号を第６号とし、第３号を第４号とし、同号の次に次の１号を加える。 

⑸ 休業に関する状況 

 第３条中第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。 

⑵ 人事評価の状況 

附 則 

 この条例は，平成２８年４月１日から施行する。 
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議案第１３号 

 

議会等の要求により出頭した者等に対する実費弁償条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 
 

 議会等の要求により出頭した者等に対する実費弁償条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

  平成２８年３月３日提出 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 農業協同組合法等の一部を改正する等の法律（平成２７年法律第６３号）による農業委員会等に関する法律の一部改正に

より、同法の条項ずれが生じるため、本市関係条例において所要の措置を講じる必要から、本条例を提案するものである。 

 

  

91



白  紙 

92

kagotani2320
長方形



泉南市条例第 号 

 

議会等の要求により出頭した者等に対する実費弁償条例の一部を改正する条例 

 

 議会等の要求により出頭した者等に対する実費弁償条例（昭和６１年泉南市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第８号中「第２９条」を「第３５条」に改める。 

附 則 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 
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議案第１４号 

 

議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例及び泉南市消防団員等

公務災害補償条例の一部を改正する条例の制定について 
 

 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例及び泉南市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する

条例を別紙のように定める。 

 

  平成２８年３月３日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 地方公務員災害補償法施行令及び非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の一部改正に伴い、議会の議員そ

の他非常勤の職員及び消防団員等の公務災害補償の規定について所要の措置を講じる必要から、本条例を提案するものであ

る。 
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泉南市条例第 号 

 

議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例及び泉南市消防団員等

公務災害補償条例の一部を改正する条例 
 

（議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部改正） 

第１条 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和４６年泉南市条例第８号）の一部を次のよう

に改正する。 

附則第５条第１項の表傷病補償年金の項及び第２項の表中「０．８６」を「０．８８」に改める。 

（泉南市消防団員等公務災害補償条例の一部改正） 

第２条 泉南市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年泉南市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

附則第５条第２項の表１の項右欄中「０．８６」を「０．８８」に改め、同表２の項右欄中「０．９１（第１級又は第

２級」を「０．９２（第１級」に、「０．９０」を「０．９１」に改め、同条第５項の表中「０．８６」を「０．８８」

に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例附則第５条第１項及び第２

項の規定は、この条例の施行の日以後に支給すべき事由の生じた傷病補償年金及び休業補償並びに同日前に支給すべき事

由の生じた同日以後の期間に係る傷病補償年金について適用し、同日前に支給すべき事由の生じた同日前の期間に係る傷
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病補償年金及び同日前に支給すべき事由の生じた休業補償については、なお従前の例による。 

３ 第２条の規定による改正後の泉南市消防団員等公務災害補償条例附則第５条の規定は、この条例の施行の日以後に支給

すべき事由の生じた泉南市消防団員等公務災害補償条例第４条第３号に規定する傷病補償年金（以下この項において「傷

病補償年金」という。）及び同条第２号に規定する休業補償（以下この項において「休業補償」という。）並びに同日前

に支給すべき事由の生じた同日以後の期間に係る傷病補償年金について適用し、同日前に支給すべき事由の生じた同日前

の期間に係る傷病補償年金及び同日前に支給すべき事由の生じた休業補償については、なお従前の例による。 
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議案第１５号 

 

泉南市国民健康保険高額療養費資金貸付基金条例の廃止について 

 

 泉南市国民健康保険高額療養費資金貸付基金条例を廃止する条例を別紙のように定める。 

 

  平成２８年３月３日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 平成２４年４月１日から外来診療の高額療養費に対しても現物給付化されたため、泉南市国民健康保険被保険者の高額療

養費の資金調達について、本条例の必要性が薄れ、今後も活用の見込みがないことから、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市国民健康保険高額療養費資金貸付基金条例を廃止する条例 

 

 泉南市国民健康保険高額療養費資金貸付基金条例（昭和５４年泉南市条例第１８号）は、廃止する。 

附 則 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 
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議案第１６号 

 

泉南市立文化ホール条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 泉南市立文化ホール条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

  平成２８年３月３日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 公の施設の利用者に対してより適正な負担を求め、市民負担の公平化を図る観点から、市立文化ホールの利用料金の上限

額を改定するため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市立文化ホール条例の一部を改正する条例 

 

 泉南市立文化ホール条例（昭和５８年泉南市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

 別表（備考以外の部分に限る。）を次のように改める。 

別表（第１５条関係） 

基本利用料金 

利用区分 午前 午後 夜間 全日 
超過１時間につ

き 

冷暖房１時間に

つき 
種別 

９時から12時

まで 

13時から17時ま

で 

18時から21時ま

で 

９時から21時ま

で 

ホール512

席 

平日 24,900円 33,200円 41,500円 99,600円 8,300円 960円 

土・日 29,500円 39,400円 49,200円 118,200円 9,850円 1,140円 

リハーサル室１ 2,100円 2,900円 3,600円 8,700円 720円 80円 

リハーサル室２ 1,200円 1,700円 2,100円 5,100円 420円 40円 

リハーサル室３ 1,200円 1,700円 2,100円 5,100円 420円 40円 

楽屋１ 800円 1,100円 1,300円 3,300円 270円 40円 

楽屋２ 800円 1,100円 1,300円 3,300円 270円 40円 

楽屋３ 800円 1,100円 1,300円 3,300円 270円 40円 

展示室 4,500円 6,000円 7,500円 18,000円 1,500円 160円 
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附属設備利用料金 

種別 品名 単位 
料金 

(１回につき) 
備考 

舞台設備 所作台 一式 5,000円  

平台 一式 2,500円 

反響板 一式 3,000円 

天板用ライト 一式 1,500円 

指揮者台 一台 300円 

指揮者用譜面台 一台 200円 

松羽目 一式 1,000円 

竹羽目 一式 1,000円 

めくり立 一台 200円 

緋毛せん 一枚 300円 

金屏風 一双 2,000円 

銀屏風 一双 2,000円 

演台 一台 500円 

譜面台 一台 100円 

花 台 （ 花 び ん 込

み） 

一台 500円 

地がすり 一枚 1,000円 

長座布団 一枚 300円 
     

照明設備 フットライト 一列 500円  

花道フットライト 二列 200円 

ボーダーライト 一列 1,000円 

サスペンションラ

イト８”平凸 

一列 1,500円 

サスペンションラ

イト８”フレネル 

一列 3,000円 

サスペンションラ

イト６”フレネル 

一列 700円 

アッパーホリゾン

トライト 

一列 1,200円 

ロアーホリゾント

ライト 

一列 1,200円 

トーメンタルスポ

ットライト 

一列 2,000円 

シーリングスポッ

トライト 

一列 1,800円 

フロントサイドス

ポットライト 

一列 1,800円 

 センターピンスポ

ットライト 

一台 1,000円  
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 ミラーボール 一台 800円  

オーロラマシン 一台 800円 

エフェクトマシン 一台 800円 

ロースタンド 一台 100円 

 ス ク リ ー ン の み

（中割共） 

一式 1,500円  

ゼラチン 一枚 450円 

ス ポ ッ ト ラ イ ト

（各種） 

一台 200円 

プロジェクター 一台 3,000円 

音響設備 ポータブルミキサ

ー 

一台 1,000円  

カセットテープレ

コーダー卓 

一台 1,000円 

ポータブルレコー

ドプレーヤー 

一台 1,000円 

コンデンサマイク 一本 500円 

ダイナミックマイ

ク 

一本 500円 

ワイヤレスマイク 一本 1,000円 

     

エレベーターマイ

ク 

一本 1,500円 

レクチャー台（マ

イク付） 

一台 2,000円 

ハネ返りスピーカ 一台 1,000円 

ステージスピーカ 一台 1,000円 

ＣＤプレーヤー 一台 1,000円 

その他 ピアノ（スタイン

ウェイ） 

一台 10,000円 調律料

は別 

ピ ア ノ （ グ ラ ン

ド） 

一台 4,000円 調律料

は別 

ピアノ（アップラ

イト） 

一台 2,000円 調律料

は別 

エレクトーン 一台 3,000円 調律料

は別 
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附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表の規定は、前項の施行の日以後に行われる申請に基づく使用許可から適用し、同日前に行われた申請に基

づく使用許可については、なお、従前の例による。 
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議案第１７号 

 

泉南市立市民体育館条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 泉南市立市民体育館条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

  平成２８年３月３日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 公の施設の利用者に対してより適正な負担を求め、市民負担の公平化を図る観点から、市民体育館の利用料金の上限額を

改定するため、本条例を提案するものである。 

 

 

  

109



白  紙 

110

kagotani2320
長方形



泉南市条例第 号 

 

泉南市立市民体育館条例の一部を改正する条例 

 

 泉南市立市民体育館条例（昭和５３年泉南市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

 別表中⑴団体利用料金の表（備考以外の部分に限る。）を次のように改める。 

 

別表（第１２条関係） 

 ⑴ 団体利用料金 

区分 午前 午後 夜間 午後・夜間 終日 超過１時 冷暖房料 

午前９時

～午前１

１時 

午前１１

時～午後

１時 

午後１時

～午後３

時 

午後３時

～午後５

時 

午後６時

～午後９

時 

午後１時

～午後９

時 

午後３時

～午後９

時 

午前９時

～午後９

時 

間につき 金（１時

間につ

き） 

競技場Ⅰ 半面 4,200円 4,200円 4,200円 4,200円 9,800円 18,200円 14,000円 26,600円 2,100円  

 全面 8,400円 8,400円 8,400円 8,400円 19,600円 36,400円 28,000円 53,200円 4,200円  

競技場Ⅱ  3,900円 3,900円 3,900円 3,900円 9,100円 16,900円 13,000円 24,700円 1,950円 190円 

会議室Ⅰ  600円 600円 600円 600円 1,500円 2,700円 2,100円 3,900円 300円 30円 

会議室Ⅱ  600円 600円 600円 600円 1,500円 2,700円 2,100円 3,900円 300円 30円 

和室会議室 600円 600円 600円 600円 1,700円 2,900円 2,300円 4,100円 300円 30円 
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トレーニング室 2,800円 2,800円 2,800円 2,800円 7,200円 12,800円 10,000円 18,400円 1,400円  

多目的室 2,100円 2,100円 2,100円 2,100円 5,100円 9,300円 7,200円 13,500円 1,050円  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表の規定は、前項の施行の日以後に行われる申請に基づく使用許可から適用し、同日前に行われた申請に基

づく使用については、なお従前の例による。 
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議案第１８号 

 

泉南市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例及び泉南市放課後

児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の

制定について 
 

 泉南市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例及び泉南市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に

関する基準を定める条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

  平成２８年３月３日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 国家戦略特別区域法に基づく国家戦略特別区域限定保育士事業の実施に伴い、保育士と同様の業務に携わることができる

国家戦略特別区域限定保育士が保育所等において就労できる枠組みづくりが必要となるため、本市関係条例において所要の

措置を講じる必要から、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例及び泉南市放課後

児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 
 

（泉南市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第１条 泉南市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年泉南市条例第１５号）の一部を次

のように改正する。 

第２３条第２項中「した保育士」の次に「（国家戦略特別区域法（平成２５年法律第１０７号）第１２条の４第２項に

規定する国家戦略特別区域限定保育士を含む。以下同じ。）」を加える。 

（泉南市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第２条 泉南市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年泉南市条例第１６号）の一

部を次のように改正する。 

第１０条第３項第１号中「保育士」の次に「（国家戦略特別区域法（平成２５年法律第１０７号）第１２条の４第２項

に規定する国家戦略特別区域限定保育士を含む。以下同じ。）」を加える。 

附 則 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

115



白  紙 

116

kagotani2320
長方形



議案第１９号 

 

平成２７年度大阪府泉南市一般会計補正予算（第５号） 

 

 平成２７年度大阪府泉南市の一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２２，６７０千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

２３，２３９，０９５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

 

平成２８年３月３日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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平成２７年度 

 

大阪府泉南市一般会計補正予算（第５号）事項別明細書 



白  紙 

kagotani2320
長方形
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134



 

135



 

136
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139



 

140



 

141
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その他の

手　　当
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

長　等 3 0 24,453 9,135 1,224 384 35,196 6,874 42,070

議　員 17 96,981 0 38,759 0 0 135,740 61,310 197,050

その他の
特別職

1,448 80,786 0 0 0 0 80,786 0 80,786

計 1,468 177,767 24,453 47,894 1,224 384 251,722 68,184 319,906

長　等 3 0 24,453 8,793 979 384 34,609 6,807 41,416

議　員 17 96,981 0 37,790 0 0 134,771 61,310 196,081

その他の
特別職

1,448 80,786 0 0 0 0 80,786 0 80,786

計 1,468 177,767 24,453 46,583 979 384 250,166 68,117 318,283

長　等 0 0 0 342 245 0 587 67 654

議　員 0 0 0 969 0 0 969 0 969

その他の
特別職

0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 1,311 245 0 1,556 67 1,623

補正前

その他の手当
通勤手当　  384千円

比　 較

期末手当 地域手当 計

補正後

その他の手当
通勤手当　 384千円

給　　与　　費　　明　　細　　書

１．特別職

区　　　　分 職員数

給　　　　　　与　　　　　　費

共済費 合　計 備　　　考
報酬 給料
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２. 一  般  職

（１）  総  括

給　料 職員手当等 計

人 千円 千円 千円 千円 千円

476 1,722,157 1,250,346 2,972,503 598,960 3,571,463

476 1,735,481 1,216,030 2,951,511 603,544 3,555,055

0 △ 13,324 34,316 20,992 △ 4,584 16,408

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

56,509 88,791 40,368 12,608 75,013 29,449 6,491 25,760

56,827 71,646 40,368 13,204 75,013 29,482 6,491 26,040

△ 318 17,145 0 △ 596 0 △ 33 0 △ 280

千円 千円 千円 千円

415,099 252,111 247,595 552

413,206 235,606 247,595 552

1,893 16,505 0 0

期末手当

特殊勤務手当

勤勉手当

管理職手当

退職手当 単身赴任手当

職 員 手 当
等 の 内 訳

区  分

補正後

補正前

比  較

比  較

区  分

補正後

補正前

備　　　　　　　　考

扶養手当 住居手当地域手当 超過勤務手当 児童手当通勤手当

比　較

区  分 共済費 合   計職員数

補正後

補正前

給　　　与　　　費

146



（２）給料及び職員手当等の増額の明細

区  分 増減額 説                明

千円 千円

　

補正後 364人 112人 476人

補正前 364人 112人 476人

比 　較 0人 0人 0人

千円 千円

　扶養手当 △ 318  千円

　地域手当 17,145  千円

　住居手当 △ 596  千円

　通勤手当 △ 33  千円

　児童手当 △ 280  千円

　期末手当 1,893  千円

　勤勉手当 16,505  千円

人事院勧告に伴う改定による増額

職員手当等 34,316

人事異動等に伴う増減分 △ 5,447

人事異動による増減

人事異動等による増減

給与改定に伴う増加分 39,763

給　　料 △ 13,324

人事異動に伴う増減分

給与改定に伴う増加分 2,410

計

備      　　　  考増減事由別明細

職員の異動状況 一般職員 任期付職員

△ 15,734

人事院勧告に伴う改定による増額 　平均改定率　０．４％
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議案第２０号 

 

平成２７年度大阪府泉南市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号） 

 

 平成２７年度大阪府泉南市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，５１３千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

１０，４７７，１２１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予

算補正」による。 

 

  平成２８年３月３日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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平成２７年度 

 

大阪府泉南市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）事項別明細書 

 



白  紙 

kagotani2320
長方形



 

155



 

156



 

157



１．一  般  職

（１）  総  括

給　料 職員手当等 計

人 千円 千円 千円 千円 千円

16 55,293 34,965 90,258 18,745 109,003

16 55,272 33,705 88,977 18,513 107,490

0 21 1,260 1,281 232 1,513

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1,318 2,831 1,152 972 4,368 1,515 684 800 13,483 7,842

1,318 2,262 1,152 972 4,368 1,193 684 800 13,483 7,473

0 569 0 0 0 322 0 0 0 369

超過勤務手当管理職手当 勤勉手当

備　　　　　　　　考

特殊勤務手当通勤手当 期末手当児童手当

給　　　与　　　費

扶養手当 住居手当地域手当

職員手当等
の内訳

区  分

補正後

補正前

比  較

給  与  費  明  細  書

比　較

区  分 共済費 合   計職員数

補正後

補正前
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（２）給料及び職員手当等の増額の明細

区  分 増減額 説                明

千円 千円

　 　職員の異動状況 一般職員 任期付職員 計

補正後 14人 2人 16人

補正前 14人 2人 16人

比　 較 0人 0人 0人

　地域手当 569 千円

　勤勉手当 369 千円

　通勤手当 322 千円

備      　　　  考

給与改定に伴う増減分 1,311
人事院勧告に伴う改定に
よる増額

職　 員
手当等

その他の増減分 △ 51 人事異動等による増減

1,260

105

増減事由別明細

給　　料
21

その他の増減分 △ 84 人事異動等による増減

給与改定に伴う増減分
人事院勧告に伴う改定に
よる増額
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議案第２１号 

 

平成２７年度大阪府泉南市下水道事業特別会計補正予算（第２号） 

 

平成２７年度大阪府泉南市の下水道事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，５１９千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

１，９７０，４３９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

 

平成２８年３月３日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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平成２７年度 

 

大阪府泉南市下水道事業特別会計補正予算（第２号）事項別明細書 



白  紙 

kagotani2320
長方形
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１．一  般  職

（１）総    括

人 千円 千円

12 17,321 100,177

補正前
12 17,161 98,658

比 　較
0 160 1,519

区　分 扶養手当 地域手当 管理職手当 住居手当 超過勤務手当 通勤手当 特殊勤務手当 児童手当 期末手当 勤勉手当

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,113 2,639 576 1,523 1,341 853 209 1,860 13,055 8,043

補正前
3,048 2,108 576 1,523 1,341 840 209 1,860 12,916 7,465

比　較
65 531 0 0 0 13 0 0 139 578

給　与　費　明　細　書

職　員
手当等
の内訳

千円

49,644

49,611

33

補正後

1,326

81,497

補正後

33,212

千円

82,856

1,359

計

千円

31,886

職員数区　分
職員手当等

備　　考共済費 合　　計
給料

給　　　　与　　　　費
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区　分 増 減 額

千円 千円 一般職員 任期付職員 計

12人 ― 12人

12人 ― 12人

0人 ― 0人

　扶養手当 65 千円

　地域手当 531 千円

　通勤手当 13 千円

　期末手当 139 千円

　勤勉手当 578 千円

その他の増減 人事異動等にによる増額

比  較

給与改定に伴う増減 1,248

33

備　　　　　　考説　　　　　　　明増減事由別明細

補正前

補正後

1,326

人事院勧告に伴う改定によ
る増額

78

（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

職員の異動状況

人事院勧告に伴う改定によ
る増額

職  員
手当等

33給与改定に伴う増減
給　料
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議案第２２号 

 

平成２７年度大阪府泉南市介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 

 

 平成２７年度大阪府泉南市の介護保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，７８３千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

５，０７５，８６９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

 

  平成２８年３月３日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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平成２７年度 

 

大阪府泉南市介護保険事業特別会計補正予算（第２号）事項別明細書 



白  紙 

kagotani2320
長方形
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１．一  般  職

（１）  総  括

給　料 職員手当等 計

人 千円 千円 千円 千円 千円

21 68,441 39,162 107,603 21,911 129,514

20 67,771 38,049 105,820 21,911 127,731

1 670 1,113 1,783 0 1,783

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

2,670 3,555 576 972 3,965 1,052 1,080 15,905 9,387

2,670 2,819 576 972 3,965 1,021 1,080 15,877 9,069

0 736 0 0 0 31 0 28 318

給  与  費  明  細  書

比　較

区  分 共済費 合   計

補正後

補正前

備　　　　　　　　考

職員手当
等の内訳

補正後

児童手当

給　　　与　　　費
職員数

通勤手当区  分

補正前

比  較

勤勉手当期末手当超過勤務手当管理職手当地域手当扶養手当 住居手当
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（２）給料及び職員手当等の増額の明細

区  分 増減額 説                明

千円 千円

　 一般職員 任期付職員 計

14人 7人 21人

14人 6人 20人

0人 1人 1人

　

　　地域手当 736 千円

　　通勤手当 31 千円

　　期末手当 28 千円

　　勤勉手当 318 千円

備      　　　  考

職員の異動状況人事院勧告に伴う改定に
よる増額

補正前

補正後

増減事由別明細

人事異動等による増減額

110

比　 較

1,113

給与改定に伴う増加分 1,453
人事院勧告に伴う改定に
よる増額

人事異動等による増減額

給与改定に伴う増加分

職　 員
手当等

給　　料
670

その他の増減分 560

その他の増減分 △ 340
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議案第２３号 

 

平成２７年度大阪府泉南市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号） 

 

 平成２７年度大阪府泉南市の後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１８９千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

７１０，９９１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

 

  平成２８年３月３日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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平成２７年度 

 

大阪府泉南市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号）事項別明細書 
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1．一　般　職

（1）総  括

人 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

補正後

補正前

比　　較

通勤手当

4,001

11,952

12,1413

3

189

112

児童手当 期末手当 勤勉手当

0

1,738

1,721

0 1,024

957

170 0

189

234

0

超過勤務手当

0

扶養手当

補正後

67

0 474 112

168

住居手当

0 474

0 0

21

比　　較

419

補正前 234

0

335

84

区  分 地域手当

3,833

給　　　料 職員手当等

2,361

2,361

計

8,140

8,119

職員手当
等の内訳

給　与　費　明　細　書

備    考
給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

共済費 合  計職員数区  分

14,502

14,313
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区　分 増 減 額

千円 千円 一般職員 任期付職員 計

1人 2人 3人

1人 2人 3人

0人 0人 0人

84 千円

17 千円

67 千円

補正前

比　較

（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

増減事由別明細 説　　　　　　　明 備　　　　　　考

給　料

職  員
手当等

168 給与改定に伴う増加分 168

21

人事院勧告に伴う改定に
よる増額

補正後

期末手当

給与改定に伴う増加分

地域手当

勤勉手当

21

人事院勧告に伴う改定に
よる増額

職員の異動状況
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議案第２４号 
 

平成２７年度泉南市水道事業会計補正予算（第２号） 

 
（総則） 

第１条 平成２７年度泉南市の水道事業会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 
 （収益的支出） 
第２条 平成２７年度泉南市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的支出の予定額を次のとおり

補正する。 
                        支     出 
                  既決予定額       補正予定額        計 

第１款 水道事業費用   １，５８１，２６２千円   ２，１０５千円   １，５８３，３６７千円 
  第１項   営業費用  １，４３７，９４５千円   ２，０９４千円   １，４４０，０３９千円 
  第２項   営業外費用   １２３，３１７千円      １１千円     １２３，３２８千円 
 （資本的支出） 
第３条 予算第４条中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額３６５，４８２千円」を「資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額３６６，１３３千円」に、「過年度分損益勘定留保資金３４２，３１０千円」を「過年度分損益勘

定留保資金３４２，９６１千円」に改め、資本的支出の予定額を次のとおり補正する。 
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                        支     出 
                  既決予定額        補正予定額        計 

第１款  資本的支出     ６９８，６１４千円      ６５１千円     ６９９，２６５千円 
  第１項  建設改良費   ５１６，３５０千円      ６５１千円     ５１７，００１千円 
（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第４条 予算第８条の職員給与費「１８７，７７０千円」を「１９０，５１５千円」に補正する。 
 

平成２８年３月３日提出 
 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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収益的支出の補正

既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

1,581,262 2,105 1,583,367

1， 営 業 費 用 1,437,945 2,094 1,440,039

1， 原 水 及 び 浄 水 費 677,926 867 678,793

1， 給 料 10,937 10 10,947 10

2， 手 当 21,174 250 21,424 113

24

113

3， 賞 与 等 引 当 金 1,401 447 1,848 213

繰 入 額 168

66

6， 法 定 福 利 費 3,421 160 3,581 152

8

2， 配 水 及 び 給 水 費 166,374 △ 1,150 165,224

1， 給 料 15,350 △ 405 14,945 △ 405

2， 手 当 6,884 △ 681 6,203 △ 108

133

平成27年度泉南市水道事業会計補正予算説明書

（単位：千円）

備　　　　考

給 料

勤 勉 手 当

給 料

期 末 手 当

勤 勉 手 当

法 定 福 利 費

共 済 組 合 納 付 金

款　　　　　項 目 節

B ， 水 道 事 業 費 用

扶 養 手 当

公 務 災 害 負 担 金

期 末 手 当

地 域 手 当

地 域 手 当
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既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

△ 291

△ 212

△ 173

△ 30

3， 賞 与 等 引 当 金 2,181 78 2,259 △ 2

繰 入 額 45

35

6， 法 定 福 利 費 4,810 △ 142 4,668 △ 142

3， 業 務 費 78,751 138 78,889

2， 手 当 3,028 104 3,132 46

9

49

3， 賞 与 等 引 当 金 2,181 27 2,208 4

繰 入 額 18

5

6， 法 定 福 利 費 4,810 7 4,817 7

6， 総 係 費 65,187 2,076 67,263

2， 手 当 12,059 529 12,588 225

54

250

3， 賞 与 等 引 当 金 3,463 109 3,572 8

繰 入 額 78

23

款　　　　　項 目 節 備　　　　考

通 勤 手 当

期 末 手 当

地 域 手 当

期 末 手 当

期 末 手 当

勤 勉 手 当

地 域 手 当

勤 勉 手 当

共 済 組 合 納 付 金

期 末 手 当

勤 勉 手 当

期 末 手 当

勤 勉 手 当

法 定 福 利 費

共 済 組 合 納 付 金

勤 勉 手 当

法 定 福 利 費

法 定 福 利 費

期 末 手 当

勤 勉 手 当

児 童 手 当
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既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

6， 法 定 福 利 費 7,158 250 7,408 250

8， 退 職 給 付 費 6,009 1,188 7,197 1,188

9， 水 質 費 16,041 163 16,204

2， 手 当 1,509 102 1,611 43

10

49

3， 賞 与 等 引 当 金 669 25 694 4

繰 入 額 16

5

6， 法 定 福 利 費 1,442 36 1,478 36

2， 営 業 外 費 用 123,317 11 123,328

2． 消 費 税 20,830 11 20,841

55，消 費 税 16,404 9 16,413 9

56，地 方 消 費 税 4,426 2 4,428 2

1,581,262 2,105 1,583,367

款　　　　　項 目 節 備　　　　考

地 方 消 費 税

合　　　　　　　計

消 費 税

共 済 組 合 納 付 金

共 済 組 合 納 付 金

地 域 手 当

退 職 給 付 費

法 定 福 利 費

期 末 手 当

勤 勉 手 当

期 末 手 当

勤 勉 手 当
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資本的支出の補正

既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

698,614 651 699,265

1， 建 設 改 良 費 516,350 651 517,001

1， 事 務 費 55,487 651 56,138

1， 給 料 26,717 △ 73 26,644 △ 73

2， 手 当 17,354 538 17,892 265

71

202

6， 法 定 福 利 費 9,560 186 9,746 186

698,614 651 699,265

（単位：千円）

合　　　　　　　計

共 済 組 合 納 付 金

期 末 手 当

勤 勉 手 当

D ， 資 本 的 支 出

給 料

地 域 手 当

款　　　　　項 目 節 備　　　　考
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1.総　括

12 2

6 0

18 2

12 2

6 0

18 2

0 0

0 0

0 0

給 与 費 明 細 書

（単位：千円）

法定福利費 合　　計

職 員 数 給 与 費

計

区 分

一般職
（人）

その他
（人）

報 酬 給 料 手 当

44,536 9,746 54,282

損益勘定支弁職員 0 56,398 59,775 116,173 20,060

83,042 77,667 160,709 29,806

136,233

補正後 資本勘定支弁職員 0 26,644 17,892

190,515

損益勘定支弁職員 0 56,793 57,731 114,524 19,615 134,139

合　　計 0

補正前 資本勘定支弁職員 0 26,717 17,354 44,071 9,560 53,631

合　　計 0 83,510 75,085 158,595 29,175 187,770

損益勘定支弁職員 0 △ 395 2,044 1,649 445

比較 資本勘定支弁職員 0 △ 73 538 465

0 △ 468 2,582 2,114 631

2,094

186 651

2,745

区分 扶養手当 地域手当 期末手当 勤勉手当 住居手当 通勤手当 管理職手当

合　　計

補正後 3,522 4,309 21,497 13,036 324 1,423 2,016

補正前 3,630 3,484 21,393 12,260 324 1,596 2,016

手当の内訳
比　較 △ 108 825 104 776 0 △ 173 0

区分 超勤手当 特殊勤務手当 児童手当 退職給付費 宿日直手当 浄水場管理手当

補正後 14,529 167 1,740 7,197 5,271 2,636

補正前 14,529 167 1,770 6,009 5,271 2,636

比　較 0 0 △ 30 1,188 0 0
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2.給料及び手当の増減額の明細

人事院勧告に伴う増減分

休職に伴う増減分 休職に伴う減

人事院勧告に伴う増減分 人事院勧告に伴う増

休職に伴う増減分 休職に伴う減

人事院勧告に伴う増減分

休職に伴う増減分

（単位：千円）

35 人事院勧告に伴う増 給 料 35

区分 増　減　額 増　減　事　由　内　訳 説　　　　　明 備　　　　　考

地 域 手 当 825

期 末 手 当 410

△ 306

勤 勉 手 当 △ 385

通 勤 手 当 △ 173

勤 勉 手 当 1,161

退 職 給 付 費 1,188

扶 養 手 当

△ 503

△ 54 休職に伴う減 法 定 福 利 費 △ 54

児 童 手 当

631共済費

給 料 △ 503

給　料 △ 468

3,584

685

△ 30

△ 108
2,582手　当

△ 1,002

法 定 福 利 費685 人事院勧告に伴う増

期 末 手 当
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議案第２５号 

 

平成２７年度大阪府泉南市一般会計補正予算（第６号） 

 

 平成２７年度大阪府泉南市の一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ６８，３５３千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

２３，１７０，７４２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる

経費は、「第２表  繰越明許費」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の補正は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 地方債の補正は、「第４表 地方債補正」による。 

 

平成２８年３月３日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

197



白  紙 

198

kagotani2320
長方形



199



200



201



202



203



第２表　繰越明許費

款 項 事　　　　業　　　　名 金　　　　額

総 務 費 総 務 管 理 費 元気育成にぎわいコムーネ（自治都市）創出事業 １８，５００千円

総 務 費 総 務 管 理 費 自治体情報セキュリティ強化対策事業 ４１，６８８千円

民 生 費 社 会 福 祉 費 元気育成にぎわいコムーネ（自治都市）創出事業 ５，０００千円

民 生 費 社 会 福 祉 費 自治体情報セキュリティ強化対策事業(障害福祉システム) ２，４５０千円

民 生 費 児 童 福 祉 費 子ども子育て支援システム改修事業 ２，０００千円

民 生 費 生 活 保 護 費 自治体情報セキュリティ強化対策事業(生活保護システム) ２，４９５千円

農 林 水 産 業 費 農 業 費 泉南地区農免農道整備事業 ３，９４２千円

農 林 水 産 業 費 農 業 費 産官学連携まち・海・里山活性加速化事業 ２７，０００千円

農 林 水 産 業 費 水 産 業 費 産官学連携まち・海・里山活性加速化事業 １８，０００千円

土 木 費 都 市 計 画 費 都市計画関連業務事業 ２，６００千円

土 木 費 住 宅 費 元気育成にぎわいコムーネ（自治都市）創出事業 ２，０００千円

教 育 費 教 育 総 務 費 元気育成にぎわいコムーネ（自治都市）創出事業 ９，５００千円

教 育 費 小 学 校 費 小学校施設保全整備事業 ８，５７２千円

教 育 費 幼 稚 園 費 就園奨励費システム改修事業 １，６２０千円

204



第３表　債務負担行為補正

１  変　　更

第４表　地方債補正

１  追    加

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 備 考

　　千円 年％以内

政　府

自治体情報セキュリティ 31,600 普通貸借 ６ 大阪府

強化対策事業債 (証書借入) 地方公共団体金融機構

又　　は 銀　行

証券発行 その他

２  変    更

起 債 の 目 的

　　千円 年％以内 年％以内

農道整備事業債 23,100 普通貸借 ６ 補正前と同じ

(証書借入)

又　　は

証券発行

道路整備事業債 43,800 〃 〃 〃 〃

学校教育施設等整備事業債 48,400 〃 〃 〃 〃

（ただし、利率見直し方式
で借り入れる政府資金及び
地方公共団体金融機構資金
について、利率の見直しを
行った後においては当該見
直し後の利率）

10 2

償 還 の 方 法

資 金 区 分 償還期限
左のうち

償 還 方 法 そ の 他
据置期間

限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

年以内 年以内

年賦又は半年賦、元利
均等償還若しくは元金
均等償還、又は満期一
括償還

左記の条件の範囲内にお
いて借入先に融通条件が
ある場合は、その条件に
従うことができる。ま
た、財政の都合により、
償還期限及び据置期間を
短縮し、又は繰上償還若
しくは低利に借り換える
ことができる。

補正前と同じ

13,800 〃

（ただし、利率見直し方式
で借り入れる政府資金及び
地方公共団体金融機構資金
について、利率の見直しを
行った後においては当該見
直し後の利率）

補 正 前 補 正 後

限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

２２７，７５１千円　　
　　平成２７年度～
　　平成３０年度 補正前と同じ

45,600 〃 〃

　千円

政府その他の金融機関の資金
については、その融通条件に
よる。ただし、財政の都合に
より、償還期限及び据置期間
を短縮し、又は繰上償還若し
くは低利に借り換えることが
できる。

30,800 補正前と同じ

〃

事　　　　項

新設火葬場火葬炉整備
事業
 (平成２７年度)

補 正 前

期　　　間 限　　度　　額

　　平成２７年度～
　　平成２９年度

補 正 後

期　　　間 限　　度　　額
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219
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221



 

222



 

223



 

224



 

225



 

226



 

227



 

228



 

229



 

230



 

231



 

232



 

233



 

234



 

235



 

236



 

237



 

238
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（単位：千円）

当 該 年 度 中 当 該 年 度 末 当 該 年 度 中 当 該 年 度 末

起 債 見 込 額 現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 現 在 高 見 込 額

1. 536,500 14,729,131 543,000 14,735,631

(1) 土 木 47,800 4,477,953 17,800 4,447,953

(2) 農 林 水 産 28,000 297,048 35,700 304,748

(3) 教 育 53,200 1,447,422 50,400 1,444,622

(7) 総 務 68,700 6,563,094 100,300 6,594,694

1,747,957 27,187,477 1,754,457 27,193,977計

地方債現在高の補正調書

区 分

補 正 前 の 額 補 正 後 の 額

普 通 債
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議案第２６号 

 

平成２７年度大阪府泉南市樽井地区財産区会計補正予算（第１号） 

 

 平成２７年度大阪府泉南市の樽井地区財産区会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入 

歳出予算補正」による。 

 

平成２８年３月３日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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平成２７年度 

 

大阪府泉南市樽井地区財産区会計補正予算（第１号）事項別明細書 
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議案第２７号 

 

平成２７年度大阪府泉南市国民健康保険事業特別会計補正予算（第４号） 

 

 平成２７年度大阪府泉南市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第 1 条 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳

出予算補正」による。 

 

  平成２８年３月３日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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平成２７年度 

 

大阪府泉南市国民健康保険事業特別会計補正予算（第４号）事項別明細書 
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議案第２８号 

 

平成２７年度大阪府泉南市介護保険事業特別会計補正予算（第３号） 

 

 平成２７年度大阪府泉南市の介護保険事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１８０千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

５，０７６，０４９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

 

  平成２８年３月３日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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平成２７年度 

 

大阪府泉南市介護保険事業特別会計補正予算（第３号）事項別明細書 
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